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農業・水産業では
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林業・森林管理では
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どんな政策をとればいいか
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当面「個人」が考える（する）べきこと

•わずかな「努力」も積み重なれば大きな力であるこ
とを信じる

• さらに省ｴﾈの余地が
ないか専門家の診断を

あおいでみる

•設備や機器の整備
更新の機会には「ロッ

ｸｲﾝ」回避を常に考える（短期の利益のみを考えない）

•国のｴﾈﾙｷﾞｰ政策に関心をもつ。地域の共同太陽
発電所などの活動に参加してみる
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適応への取組
• 「平均2℃以内」に抑えてもなお影響が生じる。人間社会や
自然のありかたの調整（＝適応）は不可避。

• 「適応」は特に地域特性を踏まえた取組が重要
・地域の関係者が連携し、

地域づくりの観点を含め

た適応策を策定・推進す

べき（庁内・市町村・国の機関・
主要な企業等の参画が必須）

＜情報は「気候変動適応情報
ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ」（国立環境研究所）

が発信を始めている＞

「適応」は関係領域の政策・施策との関連が深い。関係者の理

解を得て、連携を深めることが最も大きな課題
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